（様式２）
令和　　年　　月　　日


参　加　資　格　に　関　す　る　申　立　書

　新宮町長　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印


　当社は、「新宮町児童家庭相談システム導入構築業務」に係る公募型プロポーザルに参加するに当たり、下記のとおり参加資格を有することを申し立てます。

記

（１）令和８年度における新宮町競争入札参加資格を有するものであること。
（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４の規定に該当しないものであること。
（３）本町での指名停止の措置を受けていないこと。
（４）会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく更生手続き又は再生手続きを行っているものでないこと。
（５）破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続き開始の申立てがされているもの又は会社法（平成17年法律86号）に基づく特別清算開始の申立てがされているものではないこと。
（６）国税、地方税、租税が未納でないこと。又は、滞納していないこと。
（７）新宮町暴力団排除条例（平成22年新宮町条例第6号）第2条に規定する暴力団員でないこと、又は法人にあってその役員が暴力団員でないこと。
（８）一般財団法人日本情報経済社会推進協会のＩＳＭＳ適合性評価制度の認定又はプライバシーマークの認定のいずれかを受けていること。
　　※認定書の写しを添付すること
[bookmark: _GoBack]（９）システムの適合性の観点から、当町と同等以上の地方自治体での稼働実績があること。また、提案するシステムは、ＬＧＷＡＮ回線によるＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ方式もしくは物理サーバーでの提供を前提とすること。
（10）当該契約を確実に履行できる人的配置ができる体制であること。
